
会計年度 ： H29

団体区分 ： 全体

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 50,475,298 固定負債 19,580,148 ※

有形固定資産 48,597,111 ※ 地方債等 15,607,061
事業用資産 17,240,680 ※ 長期未払金 34,050

土地 5,864,838 退職手当引当金 2,069,096
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 22,144,538 その他 1,869,940
建物減価償却累計額 △ 12,001,499 流動負債 1,695,746
工作物 1,965,510 1年内償還予定地方債等 1,490,718
工作物減価償却累計額 △ 915,379 未払金 83,380
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 450
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 105,578
航空機 - 預り金 15,620
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 21,275,894
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 182,673 固定資産等形成分 51,492,272

インフラ資産 30,784,843 余剰分（不足分） △ 19,773,830
土地 11,963,171
建物 454,358
建物減価償却累計額 △ 185,831
工作物 46,679,408
工作物減価償却累計額 △ 28,333,599
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 207,336

物品 1,972,649
物品減価償却累計額 △ 1,401,061

無形固定資産 20,514 ※

ソフトウェア 440
その他 20,073

投資その他の資産 1,857,673
投資及び出資金 16,845

有価証券 -
出資金 16,845
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 299,869
長期貸付金 2,002
基金 1,577,439

減債基金 -
その他 1,577,439

その他 -
徴収不能引当金 △ 38,482

流動資産 2,519,038 ※

現金預金 1,333,118
未収金 116,470
短期貸付金 -
基金 1,016,974

財政調整基金 1,013,477
減債基金 3,497

棚卸資産 53,706
その他 -
徴収不能引当金 △ 1,231

繰延資産 - 31,718,442
52,994,336 52,994,336

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



会計年度 ： H29

団体区分 ： 全体

（単位：千円）

経常費用 14,155,281 ※

業務費用 5,733,227 ※

人件費 1,623,870
職員給与費 1,267,096
賞与等引当金繰入額 104,938
退職手当引当金繰入額 152,813
その他 99,023

物件費等 3,854,161
物件費 2,166,319
維持補修費 134,484
減価償却費 1,553,358
その他 -

その他の業務費用 255,195
支払利息 125,301
徴収不能引当金繰入額 23,396
その他 106,498

移転費用 8,422,054
補助金等 7,269,045
社会保障給付 817,650
他会計への繰出金 329,094
その他 6,265

経常収益 743,532
使用料及び手数料 426,709
その他 316,823

純経常行政コスト △ 13,411,749
臨時損失 100,221 ※

災害復旧事業費 97,434
資産除売却損 1,784
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 1,002

臨時利益 1,338 ※

資産売却益 54
その他 1,285

純行政コスト △ 13,510,631 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額



会計年度 ： H29

団体区分 ： 全体

（単位：千円）

前年度末純資産残高 31,733,781 51,660,291 △ 19,926,510

純行政コスト（△） △ 13,510,631 △ 13,510,631

財源 13,376,780 13,376,780

税収等 9,783,370 9,783,370

国県等補助金 3,593,410 3,593,410

本年度差額 △ 133,851 △ 133,851

固定資産等の変動（内部変動） △ 287,837 ※ 287,837 ※

有形固定資産等の増加 1,933,296 △ 1,933,296

有形固定資産等の減少 △ 1,953,923 1,953,923

貸付金・基金等の増加 242,689 △ 242,689

貸付金・基金等の減少 △ 509,900 509,900

資産評価差額 - -

無償所管換等 120,520 120,520

その他 △ 2,008 △ 702 △ 1,306

本年度純資産変動額 △ 15,339 △ 168,019 152,680

本年度末純資産残高 31,718,442 51,492,272 △ 19,773,830

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



会計年度 ： H29

団体区分 ： 全体

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 12,452,524 ※

業務費用支出 4,025,137 ※

人件費支出 1,475,821
物件費等支出 2,318,779
支払利息支出 125,301
その他の支出 105,235

移転費用支出 8,427,387
補助金等支出 7,274,373
社会保障給付支出 817,650
他会計への繰出支出 329,094
その他の支出 6,270

業務収入 13,404,609
税収等収入 9,736,408
国県等補助金収入 2,926,149
使用料及び手数料収入 424,503
その他の収入 317,549

臨時支出 98,437 ※

災害復旧事業費支出 97,434
その他の支出 1,002

臨時収入 37,157
業務活動収支 890,806 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 1,968,478

公共施設等整備費支出 1,577,338
基金積立金支出 391,140
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 1,310,625
国県等補助金収入 644,519
基金取崩収入 661,787
貸付金元金回収収入 391
資産売却収入 3,562
その他の収入 366

投資活動収支 △ 657,853
【財務活動収支】

財務活動支出 1,567,221
地方債償還支出 1,544,992
その他の支出 22,229

財務活動収入 1,379,100
地方債発行収入 1,379,100
その他の収入 -

財務活動収支 △ 188,121
44,833 ※

1,272,666
1,317,498 ※

前年度末歳計外現金残高 15,615
本年度歳計外現金増減額 4
本年度末歳計外現金残高 15,620 ※

本年度末現金預金残高 1,333,118

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



《注記》 

 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産･････････････････････････････・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････・･再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

②無形固定資産･･････････････････････････････・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの･･･････････････・･取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････・再調達原価 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的有価証券 

該当なし 

②満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格（売却原価は移動平

均法により算定） 

イ 市場価格のないもの････････････････････・･取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

③出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格（売却原価は移動平

均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   24 年～50 年 

工作物  10 年～50 年 

物品   ３年～20 年 

②無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリ

ース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

・・･･････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

  



（４）引当金の計上基準及び算定方法 

①投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が

著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上します。今回は計上していません。 

②徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収

不能見込額を計上します。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討

し）、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、

徴収不能見込額を計上しています。 

③退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支

給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうちかつらぎ町へ按分される

額を加算した額を控除した額を計上しています。 

④損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上します。今回は計上していません。 

⑤賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（５）リース取引の処理方法 

①ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総額が

300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

・・・・・・・・・・・通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

（６）全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで

います。 

（７）消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、水道事業会計については、税抜方式によっています。 

（８）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

  決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体の決算

を基礎として連結手続を行っています。 



２．重要な会計方針の変更等 

   該当なし 

 

３．重要な後発事象 

   該当なし 

 

４．偶発債務 

   該当なし 

 

５．追加情報 

（１）連結対象会計 

会計名 区分 

一般会計 普通会計 

シビックセンター特別会計   〃 

花園地域交流推進施設運営事業特別会計   〃 

国民健康保険事業特別会計 公営事業会計 

天野診療所事業特別会計   〃 

後期高齢者医療事業特別会計   〃 

介護保険事業特別会計   〃 

花園守口ふるさと村運営事業特別会計 公営事業会計（非法適） 

水道事業会計 公営事業会計（法適用） 

公営企業会計及び公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。地方公営企業法の財

務規定適用に向けた移行作業を進めている下水道事業会計・花園梁瀬簡易水道事業会計について

は、移行完了まで統一的な基準による財務書類作成が猶予され、対象外となります。したがって、一

般会計における他会計への繰出金等が内部相殺されない場合があります。 

下水道事業会計 

  企業債残高    3,427,903 千円 

一般会計繰入金    319,675 千円 

   花園梁瀬簡易水道事業会計 

  企業債残高      7,363 千円 

一般会計繰入金      702 千円 

（２）地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

（３）各項目の金額を千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がありま

す。 

（４）売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲」 

すべての普通財産（平成 30 年 3 月 31 日時点の簿価） 

土地   516,383 千円 

建物   139,625 千円 



（５）減価償却累計額 

事業用資産／建物       12,001,499 千円 

事業用資産／工作物       915,379 千円 

インフラ資産／建物        185,831 千円 

インフラ資産／工作物     28,335,599 千円 

物品                 1,401,061 千円 


